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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ポリエステル樹脂（ａ）６０～９５重量％と、
オレフィン系樹脂（ｂ）５～４０重量％とからなる樹脂組成物１００重量部に対して、
ポリフェニレンスルフィド樹脂（ｃ）０．５～３０重量部および
ポリエーテルイミド樹脂（ｄ）０．５～３０重量部を含有し、
前記（ｂ）オレフィン系樹脂が
カルボン酸基、カルボン酸無水物基、カルボン酸エステル基、カルボン酸金属塩基および
エポキシ基の群から選ばれる少なくとも一種の官能基を有する官能基含有オレフィン共重
合体（ｂ－１）と
エチレンと炭素数３～２０のα－オレフィンとを共重合して得られるエチレン／α－オレ
フィン共重合体（ｂ－２）からなり、
かつ、ポリエステル樹脂（ａ）が連続相を形成し、
オレフィン系樹脂（ｂ）、ポリフェニレンスルフィド樹脂（ｃ）およびポリエーテルイミ
ド樹脂（ｄ）が分散相を形成することを特徴とする
薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品。
【請求項２】
オレフィン系樹脂（ｂ）が平均粒子径０．０１～２μｍでポリエステル連続相中に分散し
ていることを特徴とする請求項１記載の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容
器もしくはその付属部品。
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【請求項３】
ポリフェニレンスルフィド樹脂（ｃ）が平均粒子径１～２００ｎｍでポリエステル連続相
中に分散していることを特徴とする請求項１または２に記載の薬液および／またはガスの
搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品。
【請求項４】
（ｂ－１）官能基含有オレフィン共重合体がα－オレフィンとα，β－不飽和カルボン酸
グリシジルエステルの共重合体である請求項１～３のいずれかに記載の薬液および／また
はガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品。
【請求項５】
前記ポリエステル樹脂（ａ）が、ポリエチレンテレフタレートであることを特徴とする請
求項１～４のいずれかに記載の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしく
はその付属部品。
【請求項６】
温度－４０℃においてＡＳＴＭ－Ｄ６３８に従って測定した引張り破断伸度が２０～４０
０％であり、ＡＳＴＭ－Ｄ２５６に従って測定したアイゾット衝撃強度が５００～２００
０Ｊ／ｍである前記樹脂組成物を成形してなることを特徴とする請求項１～５のいずれか
に記載の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品。
　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、機械的性質、特に－４０℃もの低温雰囲気下で優れた柔軟性及び耐衝撃性を
有し、かつ薬液および／またはガスの耐透過性、薬液および／またはガス接触時の寸法安
定性、成形性に優れた薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付
属部品に関するものである。特に、ポリエステル樹脂と特定のオレフィン系樹脂およびポ
リフェニレンスルフィド樹脂、ポリエーテルイミド樹脂からなる樹脂組成物を成形して得
られる特異的な低温衝撃性、耐透過性、寸法安定性、成形加工性を有する薬液および／ま
たはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品への適用に好適な樹脂成形品に
関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ガソリンタンク、ホース、バルブ等の樹脂製自動車用燃料系部品は、従来、耐低温衝撃
性および耐薬品性に優れ、かつ、低コストである高密度ポリエチレン（以下ＨＤＰＥと略
す）が適用されてきた。しかし、ＨＤＰＥは、燃料透過性が大きいという問題があり、環
境規制の一環として燃料の飛散抑制が求められている。
【０００３】
　最近では、燃料透過性に優れる材料としてポリアミド樹脂等の材料も検討されているが
、ＨＤＰＥに比べて耐衝撃性に劣り、アルコール入り燃料に対しては耐透過性が低下する
問題がある。アルコール入り燃料に対する耐透過性に優れる材料として、液晶性樹脂、ポ
リエステル樹脂、ポリフェニレンスルフィド樹脂（以下ＰＰＳ樹脂と略す）、ポリアセタ
ール樹脂などが挙げられるが、靭性、耐低温衝撃性に劣るという欠点を有していた。
【０００４】
　これら樹脂の耐衝撃性改良には、従来から多くの改善方法が提案されているが、
なかでも、特許文献１では、ＰＰＳ樹脂とオレフィン系樹脂により、耐燃料透過性と耐衝
撃性に優れる燃料系部品が開示されている。しかしながら、ＰＰＳ樹脂や液晶性樹脂は、
ＨＤＰＥに比べて材料コストが高く、得られる部品の経済性が不十分である。
【０００５】
　一方、ポリエチレンテレフタレートやポリブチレンテレフタレートに代表されるポリエ
ステル樹脂はその優れた特性から各種電気・電子部品、機械部品および自動車部品などに
使用されている。
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【０００６】
　しかし、ポリエステル樹脂は、耐衝撃性が劣る。このため従来から多くの改善方法が提
案されており、それらのなかでもα－オレフィンおよびα，β－不飽和酸グリシジルエス
テルなどのモノマーからなる共重合体をブレンドする方法などが多用されている。しかし
ながら、これら方法により得られた成形品は室温付近では良好な耐衝撃性を示すが、特に
－４０℃程度の低温雰囲気下ではＨＤＰＥ並の耐衝撃性は得られず、大幅に低下するとい
う問題がある。
【０００７】
　これに対して従来、特定のグリシジル基含有オレフィン系共重合体およびエチレン・α
－オレフィン系共重合体を配合する方法（例えば、特許文献２、３参照）、特定ポリエス
テル樹脂にエチレン・酢酸ビニル系共重合体を配合する方法（例えば、特許文献４参照）
、酸無水物基を有する耐衝撃性成分と特定のグリシジル基含有オレフィン系共重合体を配
合する方法により低温での耐衝撃性を改善する手段（例えば、特許文献５参照）が提案さ
れている。
【特許文献１】特開２００２－２２６７０７号公報（請求項１）
【特許文献２】特公昭６３－４５６６号公報（特許請求の範囲）
【特許文献３】特開２００２－２０６０５２号公報（請求項１）
【特許文献４】特許第３１７４３３９号公報（請求項１）
【特許文献５】特開２００２－２３４９９２号公報（請求項１）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、これら従来に提案されている方法では、特に－４０℃の低温雰囲気下で
ＨＤＰＥ並の５００Ｊ／ｍ以上の耐衝撃性を有するような組成物までは得られていない。
したがって、これらの組成物を用いて薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器
もしくはその付属部品を製造した場合には、低温での耐衝撃性が低いため極寒地での使用
が制限され、汎用製品として実用的なものとならない。そこで、より高度な低温特性を満
足し、かつ経済的にも有利な材料による薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容
器もしくはその付属部品の開発が求められている。本発明は、従来の材料より優れた低温
雰囲気下での優れた柔軟性及び耐衝撃性を有し、かつ耐透過性、寸法安定性、成形加工性
にも優れる樹脂組成物を成形することにより、極寒地においても使用でき、かつコストが
低く、汎用品として使用できる薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしく
はその付属部品を提供することを課題とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは上記の課題を解決すべく検討した結果、ポリエステル樹脂と特定のオレフ
ィン系樹脂、さらにポリフェニレンスルフィド樹脂およびポリエーテルイミド樹脂からな
る特定の樹脂組成物を加工して得られる成形品において特定のモルホロジーを形成するこ
とにより上記課題が解決され、さらに成形加工性等に著しい効果を得られることを見出し
本発明に到達した。
【００１０】
　すなわち、本発明は、次の各項からなる。
（１）ポリエステル樹脂（ａ）６０～９５重量％と、
オレフィン系樹脂（ｂ）５～４０重量％とからなる樹脂組成物１００重量部に対して、
ポリフェニレンスルフィド樹脂（ｃ）０．５～３０重量部および
ポリエーテルイミド樹脂（ｄ）０．５～３０重量部を含有し、
前記（ｂ）オレフィン系樹脂が
カルボン酸基、カルボン酸無水物基、カルボン酸エステル基、カルボン酸金属塩基および
エポキシ基の群から選ばれる少なくとも一種の官能基を有する官能基含有オレフィン共重
合体（ｂ－１）と
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エチレンと炭素数３～２０のα－オレフィンとを共重合して得られるエチレン／α－オレ
フィン共重合体（ｂ－２）からなり、
かつ、ポリエステル樹脂（ａ）が連続相を形成し、
オレフィン系樹脂（ｂ）、ポリフェニレンスルフィド樹脂（ｃ）およびポリエーテルイミ
ド樹脂（ｄ）が分散相を形成することを特徴とする
薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品。
（２）オレフィン系樹脂（ｂ）が平均粒子径０．０１～２μｍでポリエステル連続相中に
分散していることを特徴とする前記（１）記載の薬液および／またはガスの搬送または貯
蔵用の容器もしくはその付属部品。
（３）ポリフェニレンスルフィド樹脂（ｃ）が平均粒子径１～２００ｎｍでポリエステル
連続相中に分散していることを特徴とする前記（１）または（２）に記載の薬液および／
またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品。
（４）（ｂ－１）官能基含有オレフィン共重合体がα－オレフィンとα，β－不飽和カル
ボン酸グリシジルエステルの共重合体である前記（１）～（３）のいずれかに記載の薬液
および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品。
（５）前記ポリエステル樹脂（ａ）が、ポリエチレンテレフタレートであることを特徴と
する前記（１）～（４）のいずれかに記載の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用
の容器もしくはその付属部品。
（６）温度－４０℃においてＡＳＴＭ－Ｄ６３８に従って測定した引張り破断伸度が２０
～４００％であり、ＡＳＴＭ－Ｄ２５６に従って測定したアイゾット衝撃強度が５００～
２０００Ｊ／ｍである前記樹脂組成物を成形してなることを特徴とする前記（１）～（５
）のいずれかに記載の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付
属部品。
を提供するものである。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、機械的性質、特に－４０℃もの低温雰囲気下で優れた柔軟性および耐
衝撃性を有し、かつ耐久性、耐薬品性を有し、かつ薬液および／またはガスの耐透過性や
成形性にも優れた薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部
品が得られる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施の形態を詳細に説明する。
【００１３】
　本発明で使用するポリエステル樹脂（ａ）とは、主鎖中にエステル結合を有する重合体
である。好適には芳香環を重合体の連鎖単位に有する熱可塑性のポリエステルが挙げられ
る。具体的には通常、芳香族ジカルボン酸（あるいはそのエステル形成性誘導体）とジオ
ール（あるいはそのエステル形成性誘導体）および／またはヒドロキシカルボン酸とを主
成分とし、縮合反応により得られる重合体ないしは共重合体が挙げられる。
【００１４】
　芳香族ジカルボン酸としてはテレフタル酸、イソフタル酸、オルトフタル酸、２，６－
ナフタレンジカルボン酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸、ビス（ｐ－カルボキシフェ
ニル）メタン、アントラセンジカルボン酸、４，４’－ジフェニルジカルボン酸、１，２
－ビス（フェノキシ）エタン－４，４’－ジカルボン酸、５－ナトリウムスルホイソフタ
ル酸およびそのエステル形成性誘導体が挙げられる。これらの芳香族ジカルボン酸は２種
以上併用することもできる。またアジピン酸、セバシン酸、アゼライン酸、ドデカンジオ
ン酸などの脂肪族ジカルボン酸、１，３－シクロヘキサンジカルボン酸、１，４－シクロ
ヘキサンジカルボン酸などの脂環式ジカルボン酸およびそのエステル形成性誘導体を併用
することもできる。
【００１５】
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　またジオールとしては炭素数２～２０の脂肪族ジオール、すなわちエチレングリコール
、プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，５－
ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、デカメチレングリコール、シクロヘキサ
ンジメタノール、シクロヘキサンジオールなど、およびそれらのエステル形成性誘導体が
挙げられる。これらのジオールは２種以上併用することもできる。
【００１６】
　本発明において好ましく用いられるポリエステルの具体例としては、ポリエチレンテレ
フタレート、ポリプロピレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリシクロ
ヘキサンジメチレンテレフタレート、ポリへキシレンテレフタレートなどのポリアルキレ
ンテレフタレート、ポリエチレン－２，６－ナフタレンジカルボキシレート、ポリブチレ
ン－２，６－ナフタレンジカルボキシレート、ポリエチレン－１，２－ビス（フェノキシ
）エタン－４，４’－ジカルボキシレートのほか、ポリエチレンイソフタレート／テレフ
タレート、ポリブチレンイソフタレート／テレフタレート、ポリブチレンテレフタレート
／デカンジカルボキシレート、ポリ（エチレンテレフタレート／シクロヘキサンジメチレ
ンテレフタレート）、ポリエチレン－４，４’－ジカルボキシレート／テレフタレートな
どの非液晶性ポリエステルおよびこれらの混合物が挙げられる。より好ましいものとして
は、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、および、ポリエチレン
－２，６－ナフタレンジカルボキシレートが挙げられ、特に好ましくはポリエチレンテレ
フタレートである。これらのポリエステル樹脂は成形性、耐熱性、靱性、表面性などの必
要特性に応じて、混合物として用いることも実用上好適である。
【００１７】
　本発明で使用するポリエステル樹脂（ａ）の製造方法は、特に制限がなく、従来公知の
直接重合法またはエステル交換法によって製造される。
【００１８】
　これらポリエステル樹脂の重合度には制限はないが、例えば０．５％のｏ－クロロフェ
ノール溶液中、２５℃で測定した固有粘度が、０．３５～２．００の範囲が好ましく、０
．５０～１．５０の範囲がより好ましい。
【００１９】
　また、本発明で用いられるポリエステル樹脂（ａ）は、ｍ－クレゾール溶液をアルカリ
溶液で電位差滴定して求めた、ポリマー１トン当りのカルボキシル末端基量が５～４０ｅ
ｑ／ｔであることが好ましい。カルボキシル末端基量は、好ましくは１０～４０ｅｑ／ｔ
である。カルボキシル末端基量が５ｅｑ／ｔより小さいと低温特性が低下する傾向にあり
、また、４０ｅｑ／ｔより多いと耐加水分解性が低下する傾向にあるため好ましくない。
【００２０】
　次に本発明で用いるオレフィン系樹脂（ｂ）は、少なくとも一種の官能基を有する官能
基含有オレフィン共重合体（ｂ－１）およびエチレンと炭素数３～２０のα－オレフィン
とを共重合して得られるエチレン／α－オレフィン共重合体（ｂ－２）を併用するもので
ある。
【００２１】
　ここで、本発明で用いる少なくとも一種の官能基を有する官能基含有オレフィン共重合
体（ｂ－１）とは、分子内に、カルボン酸基、カルボン酸無水物基、カルボン酸エステル
基、カルボン酸金属塩基およびエポキシ基のうちから選ばれる少なくとも一種の官能基を
有するオレフィン共重合体である。ここで官能基を有するオレフィン共重合体は、カルボ
ン酸基、カルボン酸無水物基、カルボン酸エステル基、カルボン酸金属塩基およびエポキ
シ基のうちから選ばれる少なくとも一種の官能基を有する単量体成分をオレフィン共重合
体に導入することで得ることができる。
【００２２】
　オレフィン共重合体に官能基を導入するための官能基を有する単量体成分は、カルボン
酸基、カルボン酸無水物基、カルボン酸エステル基、およびエポキシ基などを含有する化
合物であり、例えばアクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、フマル酸、テトラヒドロフ
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タル酸、イタコン酸、シトラコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、ノルボルネンジカル
ボン酸、ビシクロ［２，２，１］ヘプト－２－エン－５,６－ジカルボン酸などの不飽和
カルボン酸、またはこれらのカルボン酸無水物あるいはカルボン酸エステルなどが挙げら
れる。具体的な化合物の例としては、無水マレイン酸、無水イタコン酸、無水シトラコン
酸、テトラヒドロ無水フタル酸、ビシクロ［２，２，１］ヘプト－２－エン－５，６－ジ
カルボン酸無水物、マレイン酸ジメチル、マレイン酸モノメチル、マレイン酸ジエチル、
フマル酸ジエチル、イタコン酸ジメチル、シトラコン酸ジエチル、テトラヒドロフタル酸
ジメチル、ビシクロ［２，２，１］ヘプト－２－エン－５，６－ジカルボン酸ジメチル、
アクリル酸ヒドロキシエチル、メタクリル酸ヒドロキシエチル、アクリル酸ヒドロキシプ
ロピル、メタクリル酸プロピル、アクリル酸グリシジル、メタクリル酸グリシジル、エタ
クリル酸グリシジル、イタコン酸グリシジル、シトラコン酸グリシジル、メタクリル酸ア
ミノエチルおよびメタクリル酸アミノプロピルなどが挙げられる。
【００２３】
　これら官能基を有する単量体成分を導入する方法は特に制限なく、前記官能基を有する
単量体成分をエチレンおよびα－オレフィンから選ばれる少なくとも一種のオレフィンと
ともに共重合せしめる方法、オレフィン系重合体にグラフト導入するなどの方法を用いる
ことができる。
【００２４】
　共重合する際に用いられるエチレンおよびα－オレフィンから選ばれる少なくとも一種
のオレフィンとしては、エチレンおよび炭素数が３～２０のα－オレフィンが好ましく、
具体的には、エチレンの他、プロピレン、１－ブテン、２－ブテン、１－ペンテン、３－
メチル－１－ブテン、１－ヘキセン、４－メチル－１－ペンテン、３－メチル－１－ペン
テン、３－エチル－１－ペンテン、４，４－ジメチル－１－ペンテン、４－メチル－１－
ヘキセン、４，４－ジメチル－１－ヘキセン、４－エチル－１－ヘキセン、３－エチル－
１－ヘキセン、１－オクテン、１－デセン、１－ドデセン、１－テトラデセン、１－ヘキ
サデセン、１－オクタデセン、１－エイコセンなどのオレフィンが挙げられる。中でも、
エチレン、プロピレン、１－ブテン、４－メチル－１－ペンテン、１－ヘキセン、１－オ
クテンから選ばれる１種以上のオレフィンが好ましい。
【００２５】
　オレフィン系重合体にグラフト導入する際のオレフィン系重合体としては、具体的には
、高密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン、低密度ポリエチレン、ポリプロピレン、エ
チレン／プロピレン共重合体、エチレン／ブテン－１共重合体、エチレン／ヘキセン－１
共重合体、エチレン／プロピレン／ジシクロペンタジエン共重合体、エチレン／プロピレ
ン／５－エチリデン－２－ノルボルネン共重合体、未水添または水添スチレン／イソプレ
ン／スチレントリブロック共重合体、未水添または水添スチレン／ブタジエン／スチレン
トリブロック共重合体などを挙げることができる。
【００２６】
　また官能基を有する単量体成分をオレフィン系重合体にグラフト導入する場合は、ラジ
カル開始剤の存在下で行うことによりグラフト反応効率が高くなるため好ましい。ここで
用いられるラジカル開始剤としては、有機過酸化物あるいはアゾ化合物などを挙げること
ができ、具体的には、ジクミルパーオキサイド、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、２，５
－ジメチル－２，５－ビス(ｔ－ブチルパーオキシ)ヘキサン、２，５－ジメチル－２，５
－ビス(ｔ－ブチルパーオキシ)ヘキシン－３、１，３－ビス(ｔ－ブチルパーオキシイソ
プロピル)ベンゼン、１，１－ビス(ｔ－ブチルパーオキシ)バラレート、ベンゾイルパー
オキサイド、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、アセチルパーオキサイド、イソブチリ
ルパーオキサイド、オクタノイルパーオキサイド、デカノイルパーオキサイド、ラウロイ
ルパーオキサイド、３，５，５－トリメチルヘキサノイルパーオキサイドおよび２，４－
ジクロロベンゾイルパーオキサイドおよびｍ－トルイルパーオキサイドなどを挙げること
ができる。また、アゾ化合物としてはアゾイソブチロニトリルおよびジメチルアゾイソブ
チロニトリルなどが挙げられる。
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【００２７】
　上記のようなグラフト反応の反応条件については、特に制限はないが、オレフィン系重
合体が溶融した状態で行うことが好ましく、この場合には通常オレフィン系重合体の融点
以上で反応させる。すなわち、前記オレフィン共重合体の融点以上の温度、具体的には通
常は８０～３００℃、好ましくは８０～２６０℃の範囲でグラフト重合反応を行う。
【００２８】
　また、カルボン酸金属塩基を有するオレフィン共重合体は、上記のように導入したカル
ボン酸の一部または全部を金属塩化したものである。カルボン酸金属塩基における金属種
については特に制限はないが、Ｌｉ、Ｎａ、Ｋ、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａなどのアルカリ
金属またはアルカリ土類金属の他、Ａｌ、Ｓｎ、Ｓｂ、Ｔｉ、Ｍｎ、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｃｕ、
Ｚｎ、Ｃｄなどが用いられる。特にＺｎが好ましく用いられる。
【００２９】
　官能基を含有する単量体成分の導入量は官能基含有オレフィン共重合体全体（ｂ－１）
に対して０．００１～４０モル％が好ましく、０．０１～３５モル％がより好ましい。
【００３０】
　本発明の官能基含有オレフィン共重合体（ｂ－１）としてはエポキシ基を含有するオレ
フィン共重合体が好ましい。エポキシ基を含有するオレフィン共重合体は、分子内に少な
くとも一つエポキシ基をもつオレフィン共重合体である。好ましくは、エチレンおよび／
またはα－オレフィンとα，β－不飽和カルボン酸のグリシジルエステルを共重合成分と
するオレフィン共重合体である。また、これら共重合体にはさらに、アクリル酸、アクリ
ル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ブチル、メタクリル酸、メタクリル酸メチル
、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ブチルなどのα，β－不飽和カルボン酸およびその
アルキルエステル等を共重合することも可能である。
【００３１】
　本発明においては特にエチレンとα，β－不飽和カルボン酸のグリシジルエステルを共
重合成分とするオレフィン共重合体の使用が好ましく、中でも、エチレン６０～９９重量
％とα，β－不飽和カルボン酸のグリシジルエステル１～４０重量％を共重合成分とする
オレフィン共重合体が特に好ましい。上記α，β－不飽和カルボン酸のグリシジルエステ
ルとしては、
【００３２】
【化１】

【００３３】
（Ｒは水素原子または低級アルキル基を示す）で示される化合物であり、具体的にはアク
リル酸グリシジル、メタクリル酸グリシジルおよびエタクリル酸グリシジルなどが挙げら
れるが、中でもメタクリル酸グリシジルが好ましく使用される。
【００３４】
　エチレンおよび／またはα－オレフィンとα，β－不飽和カルボン酸のグリシジルエス
テルを必須共重合成分とするオレフィン共重合体の具体例としては、エチレン／プロピレ
ン／メタクリル酸グリシジル共重合体、エチレン／ブテン－１／メタクリル酸グリシジル
共重合体、エチレン／アクリル酸グリシジル共重合体、エチレン／メタクリル酸グリシジ
ル共重合体、エチレン／アクリル酸メチル／メタクリル酸グリシジル共重合体、エチレン
／メタクリル酸メチル／メタクリル酸グリシジル共重合体が挙げられる。中でも、エチレ
ン／メタクリル酸グリシジル共重合体、エチレン／アクリル酸メチル／メタクリル酸グリ
シジル共重合体、エチレン／メタクリル酸メチル／メタクリル酸グリシジル共重合体が好
ましく用いられる。
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【００３５】
　また、本発明で用いるエチレンと炭素数３～２０のα－オレフィンからなるエチレン／
α－オレフィン共重合体（ｂ－２）は、エチレンおよび炭素数３～２０を有する一種以上
のα－オレフィンを構成成分とする共重合体である。上記の炭素数３～２０のα－オレフ
ィンとして、具体的にはプロピレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、１－ヘ
プテン、１－オクテン、１－ノネン、１－デセン、１－ウンデセン、１－ドデセン、１－
トリデセン、１－テトラデセン、１－ペンタデセン、１－ヘキサデセン、１－ヘプタデセ
ン、１－オクタデセン、１－ノナデセン、１－エイコセン、３－メチル－１－ブテン、３
－メチル－１－ペンテン、３－エチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ペンテン、４－
メチル－１－ヘキセン、４，４－ジメチル－１－ヘキセン、４，４－ジメチル－１－ペン
テン、４－エチル－１－ヘキセン、３－エチル－１－ヘキセン、９－メチル－１－デセン
、１１－メチル－１－ドデセン、１２－エチル－１－テトラデセンおよびこれらの組み合
わせが挙げられる。これらα－オレフィンの中でも炭素数６から１２であるα－オレフィ
ンを用いた共重合体が衝撃強度の向上、改質効果の一層の向上が見られるためより好まし
い。
【００３６】
　本発明に用いるオレフィン系樹脂（ｂ）のメルトフローレート（以下ＭＦＲと略す。：
ＡＳＴＭ　Ｄ　１２３８、１９０℃、２１６０ｇ荷重にて測定）は０．０１～７０ｇ／１
０分であることが好ましく、さらに好ましくは０．０３～６０ｇ／１０分である。ＭＦＲ
が０．０１ｇ／１０分未満の場合は流動性が悪く、７０ｇ／１０分を超える場合は成形品
の形状によっては衝撃強度が低くなる場合もあるので注意が必要である。
【００３７】
　本発明に用いる（ｂ）オレフィン系樹脂の製造方法については、特に制限はなく、ラジ
カル重合、チーグラー・ナッタ触媒を用いた配位重合、アニオン重合、メタロセン触媒を
用いた配位重合など、いずれの方法でも用いることができる。
【００３８】
　本発明の（ａ）ポリエステル樹脂と（ｂ）オレフィン系樹脂の配合割合は、ポリエステ
ル樹脂６０～９５重量％、オレフィン系樹脂５～４０重量％であり、好ましくは、ポリエ
ステル樹脂７０～８５重量％、オレフィン系樹脂１５～３０重量％である。オレフィン系
樹脂が５重量％より小さすぎると、柔軟性および耐衝撃性の改良効果が得にくく、逆に、
４０重量％より多すぎると、ポリエステル樹脂本来の熱安定性および耐薬品性が損なわれ
るばかりでなく、溶融混練時の増粘が大きくなるため、好ましくない。
【００３９】
　さらに、本発明において、官能基含有オレフィン共重合体（ｂ－１）とエチレン／α－
オレフィン共重合体（ｂ－２）の割合は、両者の合計に対し、（ｂ－１）成分が５～４０
重量％、（ｂ－２）成分が６０～９５重量％であることが好ましく、より好ましくは（ｂ
－１）成分が１０～３０重量％、（ｂ－２）成分が７０～９０重量％である。（ｂ－１）
成分が、５重量％より小さすぎると低温特性が得られにくい傾向にあり、また、４０重量
％より多すぎると溶融混練時の増粘が大きくなり流動性が悪化する傾向にある。また、（
ｂ－２）成分が６０重量％より小さすぎると低温特性が得られにくい傾向にあり、９５重
量％より大きすぎると耐薬品性が低下する傾向にある。
【００４０】
　本発明においては、低温時の靱性および耐衝撃性を損なわず、さらに耐加水分解性、耐
薬品性の改良などの特性を付与する点から、ポリフェニレンスルフィド樹脂（以下ＰＰＳ
樹脂と略す）（ｃ）およびポリエーテルイミド樹脂（ｄ）を含有せしめることが必要であ
る。
【００４１】
　本発明に用いるＰＰＳ樹脂（ｃ）としては、下記構造式で示される繰り返し単位を有す
る重合体を用いることができる。
【００４２】
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【化２】

【００４３】
耐熱性の観点からは前記構造式で示される繰り返し単位を７０モル％以上、さらには９０
モル％以上含む重合体が好ましい。またＰＰＳ樹脂はその繰り返し単位の３０モル％未満
程度が、下記のいずれかの構造を有する繰り返し単位等で構成されていてもよい。なかで
もｐ－フェニレンスルフィド／ｍ－フェニレンスルフィド共重合体（ｍ－フェニレンスル
フィド単位２０％以下）などは、成形加工性とバリア性を兼備する点で好ましく用いられ
得る。
【００４４】

【化３】

【００４５】
　かかるＰＰＳ樹脂は、ポリハロゲン芳香族化合物とスルフィド化剤とを極性有機溶媒中
で反応させて得られるＰＰＳ樹脂を回収および後処理することで、高収率で製造すること
ができる。具体的には特公昭４５－３３６８号公報に記載される比較的分子量の小さな重
合体を得る方法、あるいは特公昭５２－１２２４０号公報や特開昭６１－７３３２号公報
に記載される比較的分子量の大きな重合体を得る方法などによっても製造できる。前記の
ように得られたＰＰＳ樹脂を空気中加熱による架橋／高分子量化、窒素などの不活性ガス
雰囲気下あるいは減圧下での熱処理、有機溶媒、熱水、酸水溶液などによる洗浄、酸無水
物、アミン、イソシアネート、官能基含有ジスルフィド化合物などの官能基含有化合物に
よる活性化など種々の処理を施した上で使用することもできる。
【００４６】
　ＰＰＳ樹脂を加熱により架橋／高分子量化する場合の具体的方法としては、空気、酸素
などの酸化性ガス雰囲気下あるいは前記酸化性ガスと窒素、アルゴンなどの不活性ガスと
の混合ガス雰囲気下で、加熱容器中で所定の温度において、希望する溶融粘度が得られる
まで加熱を行う方法が例示できる。加熱処理温度は通常、１７０～２８０℃が選択され、
好ましくは２００～２７０℃である。また、加熱処理時間は通常０．５～１００時間が選
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択され、好ましくは２～５０時間である。この両者をコントロールすることにより目標と
する粘度レベルを得ることができる。加熱処理の装置は、通常の熱風乾燥機でも、また回
転式あるいは撹拌翼付の加熱装置であってもよいが、効率よくしかもより均一に処理する
ためには、回転式あるいは撹拌翼付の加熱装置を用いることが好ましい。
【００４７】
　ＰＰＳ樹脂を窒素などの不活性ガス雰囲気下あるいは減圧下で熱処理する場合の具体的
方法としては、窒素などの不活性ガス雰囲気下あるいは減圧下で、加熱処理温度１５０～
２８０℃、好ましくは２００～２７０℃、加熱時間は０．５～１００時間、好ましくは２
～５０時間加熱処理する方法が例示できる。加熱処理の装置は、通常の熱風乾燥機でも、
また回転式あるいは撹拌翼付の加熱装置であってもよいが、効率よくしかもより均一に処
理するためには、回転式あるいは撹拌翼付の加熱装置を用いるのがより好ましい。
【００４８】
　本発明で用いられるＰＰＳ樹脂（ｃ）は、洗浄処理を施されたＰＰＳ樹脂であることが
好ましい。かかる洗浄処理の具体的方法としては、酸水溶液洗浄処理、熱水洗浄処理およ
び有機溶媒洗浄処理などが例示できる。これらの処理は２種以上の方法を組み合わせて用
いても良い。
【００４９】
　ＰＰＳ樹脂を有機溶媒で洗浄する場合の具体的方法としては以下の方法が例示できる。
すなわち、洗浄に用いる有機溶媒としては、ＰＰＳ樹脂を分解する作用などを有しないも
のであれば特に制限はないが、例えばＮ－メチルピロリドン、ジメチルホルムアミド、ジ
メチルアセトアミドなどの含窒素極性溶媒、ジメチルスルホキシド、ジメチルスルホンな
どのスルホキシド、スルホン系溶媒、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケトン、
アセトフェノンなどのケトン系溶媒、ジメチルエーテル、ジプロピルエーテル、テトラヒ
ドロフランなどのエーテル系溶媒、クロロホルム、塩化メチレン、トリクロロエチレン、
２塩化エチレン、ジクロルエタン、テトラクロルエタン、クロルベンゼンなどのハロゲン
系溶媒、メタノール、エタノール、プロパノール、ブタノール、ペンタノール、エチレン
グリコール、プロピレングリコール、フェノール、クレゾール、ポリエチレングリコール
などのアルコール、フェノール系溶媒、ベンゼン、トルエン、キシレンなどの芳香族炭化
水素系溶媒などがあげられる。これらの有機溶媒のなかでＮ－メチルピロリドン、アセト
ン、ジメチルホルムアミド、クロロホルムなどの使用が好ましい。これらの有機溶媒は、
１種類または２種類以上を混合して使用される。有機溶媒による洗浄の方法としては、有
機溶媒中にＰＰＳ樹脂を浸漬せしめるなどの方法があり、必要により適宜撹拌または加熱
することも可能である。有機溶媒でＰＰＳ樹脂を洗浄する際の洗浄温度については特に制
限はなく、常温～３００℃程度の任意の温度が選択できる。洗浄温度が高くなるほど洗浄
効率が高くなる傾向があるが、通常は常温～１５０℃の洗浄温度で十分効果が得られる。
また有機溶媒洗浄を施されたＰＰＳ樹脂は、残留している有機溶媒を除去するため、水ま
たは温水で数回洗浄することが好ましい。
【００５０】
　ＰＰＳ樹脂を熱水で洗浄処理する場合の具体的方法としては、以下の方法が例示できる
。すなわち、熱水洗浄によるＰＰＳ樹脂の好ましい化学的変性の効果を発現するため、使
用する水は蒸留水あるいは脱イオン水であることが好ましい。熱水処理の操作は、通常、
所定量の水に所定量のＰＰＳ樹脂を投入し、常圧であるいは圧力容器内で加熱、撹拌する
ことにより行われる。ＰＰＳ樹脂と水との割合は、水の多いほうが好ましいが、通常、水
１リットルに対し、ＰＰＳ樹脂２００ｇ以下の浴比が選択される。
【００５１】
　また、熱水で洗浄処理する場合、周期表の第II族の金属元素を含有する水溶液で処理す
ることが好ましく用いられる。周期表の第II族の金属元素を含む水溶液とは、上記水に、
周期表の第II族の金属元素を有する水溶性塩を添加したものである。水に対する周期表の
第II族の金属元素を有する水溶性塩の濃度は、０．００１～５重量％程度の範囲が好まし
い。
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【００５２】
　ここで使用する周期表の第II族の金属元素の中でも好ましい金属元素としては、Ｃａ、
Ｍｇ、ＢａおよびＺｎなどが例示でき、その対アニオンとしては、酢酸イオン、ハロゲン
化物イオン、水酸化物イオンおよび炭酸イオンなどが挙げられる。より具体的で好適な化
合物としては、酢酸Ｃａ、酢酸Ｍｇ、酢酸Ｚｎ、ＣａＣl２、ＣａＢｒ２、ＺｎＣｌ２、
ＣａＣＯ３、Ｃａ（ＯＨ）２およびＣａＯなどが例示でき、特に好ましくは、酢酸Ｃａで
ある。
【００５３】
　周期表の第II族の金属元素を含有する水溶液の温度は１３０℃以上が好ましく、１５０
℃以上がより好ましい。洗浄温度の上限については特に制限はないが、通常のオートクレ
ーブを用いる場合には２５０℃程度が限界である。
【００５４】
　かかる周期表の第II族の金属元素を含む水溶液の浴比は、重量比で乾燥ポリマー１に対
し、２～１００の範囲が好ましく選択され、４～５０の範囲がより好ましく、５～１５の
範囲であることがさらに好ましい。
【００５５】
　ＰＰＳ樹脂を酸水溶液で洗浄処理する場合の具体的方法としては、以下の方法が例示で
きる。すなわち、酸または酸の水溶液にＰＰＳ樹脂を浸漬せしめるなどの方法があり、必
要により適宜撹拌または加熱することも可能である。用いられる酸はＰＰＳ樹脂を分解す
る作用を有しないものであれば特に制限はなく、ギ酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸などの
脂肪族飽和モノカルボン酸、クロロ酢酸、ジクロロ酢酸などのハロ置換脂肪族飽和カルボ
ン酸、アクリル酸、クロトン酸などの脂肪族不飽和モノカルボン酸、安息香酸、サリチル
酸などの芳香族カルボン酸、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、フタル酸、フマル酸などの
ジカルボン酸、硫酸、リン酸、塩酸、炭酸、珪酸などの無機酸性化合物などがあげられる
。中でも酢酸、塩酸がより好ましく用いられる。酸処理を施されたＰＰＳ樹脂は、残留し
ている酸や塩などを除去するために、水または温水で数回洗浄することが好ましい。また
洗浄に用いる水は、酸処理によるＰＰＳ樹脂の好ましい化学的変性の効果を損なわない意
味で蒸留水あるいは脱イオン水であることが好ましい。
【００５６】
　本発明で用いられるＰＰＳ樹脂（ｃ）の灰分量は、加工時の流動性や成形サイクルなど
の特性を付与する点から０．１～２重量％と比較的多い範囲が好ましく、０．２～１重量
％の範囲がより好ましく、０．３～０．８重量％の範囲であることがさらに好ましい。
【００５７】
　ここで、灰分量とは以下の方法により求めたＰＰＳ樹脂中の無機成分量を指す。
(1)５８３℃で焼成、冷却した白金皿にＰＰＳ樹脂５～６ｇを秤量する。
(2)白金皿とともにＰＰＳ樹脂を４５０～５００℃で予備焼成する。
(3)５８３℃にセットしたマッフル炉に白金皿とともに予備焼成したＰＰＳ樹脂試料を入
れ、完全に灰化するまで約６時間焼成する。
(4)デシケーター内で冷却後、秤量する。
(5)式：灰分量（重量％）＝（灰分の重量（ｇ）／試料重量（ｇ））×１００により灰分
量を算出する。
【００５８】
　本発明で用いられるＰＰＳ樹脂（ｃ）の溶融粘度は、耐薬品性の改良および加工時の流
動性などの特性を付与する点から、１～２０００Ｐａ・ｓ（３００℃、剪断速度１０００
sec－１）の範囲が好ましく選択され、１～２００Ｐａ・ｓの範囲がより好ましく、１～
５０Ｐａ・ｓの範囲であることがさらに好ましい。ここで溶融粘度は、剪断速度１０００
sec－１の条件下でノズル径０．５ｍｍφ、ノズル長１０ｍｍのノズルを用い、高化式フ
ローテスターによって測定した値である。
【００５９】
　本発明で用いられるＰＰＳ樹脂（ｃ）の有機系低重合成分（オリゴマー）量の指標とな
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るクロロホルム抽出量（ポリマー１０ｇ／クロロホルム２００ｍＬ、ソックスレー抽出５
時間処理時の残差量から算出）は、耐薬品性の改良および加工時の流動性などの特性を付
与する点から１～５重量％と比較的多い範囲が好ましく、１．５～４重量％の範囲がより
好ましく、２～４重量％の範囲であることがさらに好ましい。
【００６０】
　本発明で用いられるＰＰＳ樹脂（ｃ）のポリエステル樹脂（ａ）とオレフィン系樹脂（
ｂ）からなる組成物への配合量は、低温時の靱性および耐衝撃性を損なわず、かつさらに
耐薬品性の改良および加工時の流動性などの特性を付与する点から（ａ）および（ｂ）の
合計１００重量部に対して０．５～３０重量部であり、好ましくは１～２０重量部である
。ＰＰＳ樹脂（ｃ）の配合量が小さすぎると耐薬品性の改良効果が小さくなり、大きすぎ
ると低温特性が低下する傾向にある。
【００６１】
　本発明で用いられるポリエーテルイミド樹脂（ｄ）は、主鎖中にエーテル結合とイミド
結合を繰り返し有する重合体であれば、特に限定はされないが、２，２－ビス［４－（２
，３－ジカルボキシフェノキシ）フェニル］プロパン二無水物とｍ－フェニレンジアミン
、またはｐ－フェニレンジアミン、およびｍ－フェニレンジアミンとｐ－フェニレンジア
ミンの混合物との重縮合物が好ましい。このポリエーテルイミドは、“ウルテム”（登録
商標）の商標名で、ジーイープラスチックス社より入手可能である。
【００６２】
　本発明で用いられるポリエーテルイミド樹脂（ｄ）のポリエステル樹脂（ａ）とオレフ
ィン系樹脂（ｂ）からなる組成物への配合量は、低温時の靱性および耐衝撃性を損なわず
、かつさらに耐薬品性の改良および耐加水分解性などの特性を付与する点から（ａ）およ
び（ｂ）の合計１００重量部に対して０．５～３０重量部であり、好ましくは１～２５重
量部である。ポリエーテルイミド（ｄ）の配合量が小さすぎると耐加水分解性の改良効果
が小さくなり、大きすぎると耐薬品性が低下する傾向にある。
【００６３】
　本発明の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器またはその付属部品には、
さらに以下に説明するような酸化防止剤あるいはその他の添加剤を配合することが可能で
ある。
【００６４】
　さらに本発明においては、高い耐熱性および熱安定性を保持するために、フェノール系
、リン系化合物の中から選ばれた１種以上の酸化防止剤を含有せしめることが好ましい。
かかる酸化防止剤の配合量は、耐熱改良効果の点から（ａ）および（ｂ）成分の合計１０
０重量部に対して、０．０１重量部以上、特に０．０２重量部以上であることが好ましく
、成形時に発生するガス成分の観点からは、５重量部以下、特に１重量部以下であること
が好ましい。また、フェノール系およびリン系酸化防止剤を併用して使用することは、特
に耐熱性、熱安定性、流動性保持効果が大きく好ましい。
【００６５】
　フェノール系酸化防止剤としては、ヒンダードフェノール系化合物が好ましく用いられ
、具体例としては、トリエチレングリコール－ビス［３－ｔ－ブチル－（５－メチル－４
－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、Ｎ，Ｎ’－ヘキサメチレンビス（３，５－ジ
－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－ヒドロシンナミド）、テトラキス［メチレン－３－（３
’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］メタン、ペン
タエリスリチルテトラキス［３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェ
ニル）プロピオネート］、１，３，５－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキ
シベンジル）－ｓ－トリアジン－２，４，６－（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－トリオン、１，１
，３－トリス（２－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔ－ブチルフェニル）ブタン、４，４
’－ブチリデンビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、ｎ－オクタデシル－３
－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－フェニル）プロピオネート、３，９－ビ
ス［２－（３－（３－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオニル
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オキシ）－１，１－ジメチルエチル］－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ［５，５
］ウンデカン、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス－（３，５－ジ－ｔ－ブチ
ル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼンなどが挙げられる。
【００６６】
　中でも、エステル型高分子ヒンダードフェノールタイプが好ましく、具体的には、テト
ラキス［メチレン－３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェニル）プ
ロピオネート］メタン、ペンタエリスリチルテトラキス［３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブ
チル－４’－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、３，９－ビス［２－（３－（３－
ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオニルオキシ）－１，１－ジ
メチルエチル］－２，４，８，１０－テトラオキサスピロ［５，５］ウンデカンなどが好
ましく用いられる。
【００６７】
　次にリン系酸化防止剤としては、ビス（２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メチルフェニル
）ペンタエリスリト－ル－ジ－ホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）
ペンタエリスリト－ル－ジ－ホスファイト、ビス（２，４－ジ－クミルフェニル）ペンタ
エリスリト－ル－ジ－ホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスフ
ァイト、テトラキス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－４，４’－ビスフェニレンホ
スファイト、ジ－ステアリルペンタエリスリトール－ジ－ホスファイト、トリフェニルホ
スファイト、３，５－ジーブチル－４－ヒドロキシベンジルホスフォネートジエチルエス
テルなどが挙げられる。
【００６８】
　中でも、ポリエステル樹脂のコンパウンド中に酸化防止剤の揮発や分解を少なくするた
めに、酸化防止剤の融点が高いものが好ましい。具体的にはビス（２，６－ジ－ｔ－ブチ
ル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリト－ル－ジ－ホスファイト、ビス（２，４－ジ
－ｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリト－ル－ジ－ホスファイト、ビス（２，４－ジ－
クミルフェニル）ペンタエリスリトール－ジ－ホスファイトなどが好ましく用いられる。
【００６９】
　さらに、本発明の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器またはその付属部
品には本発明の効果を損なわない範囲において、他の樹脂を添加することが可能である。
但し、この量が組成物全体の３０重量％を超えるとポリエステル樹脂本来の特徴が損なわ
れるため好ましくなく、特に２０重量％以下の添加が好ましく使用される。熱可塑性樹脂
の具体例としては、ポリアミド樹脂、変性ポリフェニレンエーテル樹脂、ポリサルフォン
樹脂、ポリケトン樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリエーテルサルフォン樹脂、ポリエーテ
ルケトン樹脂、ポリチオエーテルケトン樹脂、ポリエーテルエーテルケトン樹脂、ポリイ
ミド樹脂、ポリアミドイミド樹脂、四フッ化ポリエチレン樹脂などが挙げられる。また、
改質を目的として、以下のような化合物の添加が可能である。すなわち、イソシアネート
系化合物、有機シラン系化合物、有機チタネート系化合物、有機ボラン系化合物、エポキ
シ化合物などのカップリング剤、ポリアルキレンオキサイドオリゴマ系化合物、チオエー
テル系化合物、エステル系化合物、有機リン系化合物などの可塑剤、タルク、カオリン、
有機リン化合物、ポリエーテルエーテルケトンなどの結晶核剤、モンタン酸ワックス類、
ステアリン酸リチウム、ステアリン酸アルミ等の金属石鹸、エチレンジアミン・ステアリ
ン酸・セバシン酸重宿合物、シリコーン系化合物などの離型剤、次亜リン酸塩などの着色
防止剤、その他、滑剤、紫外線防止剤、着色剤、難燃剤、発泡剤などの通常の添加剤を配
合することができる。上記化合物は何れも組成物全体の２０重量％を越えるとポリエステ
ル樹脂本来の特性が損なわれるため好ましくなく、１０重量％以下、さらに好ましくは１
重量％以下の添加がよい。
【００７０】
　本発明の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器またはその付属部品には、
本発明の効果を損なわない範囲で充填材を配合して使用することも可能である。かかる充
填材の具体例としてはガラス繊維、炭素繊維、チタン酸カリウィスカ、酸化亜鉛ウィスカ
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、炭酸カルシウムウィスカー、ワラステナイトウィスカー、硼酸アルミウィスカ、アラミ
ド繊維、アルミナ繊維、炭化珪素繊維、セラミック繊維、アスベスト繊維、石コウ繊維、
金属繊維などの繊維状充填材、あるいはタルク、ワラステナイト、ゼオライト、セリサイ
ト、マイカ、カオリン、クレー、パイロフィライト、ベントナイト、アスベスト、アルミ
ナシリケートなどの珪酸塩、酸化珪素、酸化マグネシウム、アルミナ、酸化ジルコニウム
、酸化チタン、酸化鉄などの金属化合物、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、ドロマイ
トなどの炭酸塩、硫酸カルシウム、硫酸バリウムなどの硫酸塩、水酸化カルシウム、水酸
化マグネシウム、水酸化アルミニウムなどの水酸化物、ガラスビーズ、ガラスフレーク、
ガラス粉、セラミックビーズ、窒化ホウ素、炭化珪素、カーボンブラックおよびシリカ、
黒鉛などの非繊維状充填材が用いられる。これらは中空であってもよく、さらにはこれら
充填剤を２種類以上併用することも可能である。また、これらの充填材をイソシアネート
系化合物、有機シラン系化合物、有機チタネート系化合物、有機ボラン系化合物およびエ
ポキシ化合物などのカップリング剤で予備処理して使用してもよい。
【００７１】
　本発明の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品は、
低温での柔軟性および耐衝撃性の高度バランスを得るために、図１に示したようにポリエ
ステル樹脂１が連続相（マトリックス）を形成し、オレフィン系樹脂２が分散相を形成（
海－島構造）したモルホロジーとなり、かつ、分散相を形成するオレフィン系樹脂の平均
粒子径が０．０１～２μｍ、好ましくは０．０１～１μｍである。ここで、本発明の薬液
および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品のモルホロジーは、
図１の形態に限定されるものではなく、オレフィン系樹脂粒子の形状が多角形、略楕円形
などの非円形であってもかまわない。オレフィン系樹脂の分散が凝集形態となり、平均粒
子径が２μｍより大きくなると、容器もしくはその付属部品の低温特性が得られにくくな
り、耐薬品性が低下する傾向となる。また、ポリエステルが連続相とならない場合には、
本発明の容器もしくはその付属部品の成形性や耐薬品性が低下する。容器もしくはその付
属部品が上記のモルホロジーである場合には、低温特性に優れ、耐薬品性および流動性が
特に優れる。
【００７２】
　ここでいうオレフィン系樹脂の平均粒子径とは、本発明の容器もしくはその付属部品を
成形し、その肉厚方向の中心部から０．１μｍ以下の薄片を断面積方向に切削し、透過型
電子顕微鏡（倍率：１万倍）で観察した際の任意の１００ヶのオレフィン系樹脂の分散部
分について、まずそれぞれの最大径と最小径を測定して平均値を求め、その後それらの平
均値を求めた数平均粒子径である。
【００７３】
　また、本発明の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部
品は、ＰＰＳ樹脂（ｃ）が平均粒子径１～２００ｎｍでポリエステル樹脂相中に分散して
いることが好ましい。さらに好ましくは１～１５０ｎｍであり、特に好ましくは１～１０
０ｎｍである。このモルホロジーとなることにより耐薬品性が特に優れる。このようにＰ
ＰＳ樹脂（ｃ）が極めて微細に均一分散する構造をとることにより、本発明の容器もしく
はその付属部品の低温衝撃性、耐薬品性が飛躍的に改良される。本発明の容器もしくはそ
の付属部品において、ＰＰＳ樹脂（ｃ）およびポリエーテルイミド樹脂（ｄ）を併用する
ことにより、このようなＰＰＳ樹脂（ｃ）の微細な分散構造を形成させることができる。
【００７４】
　本発明の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器またはその付属部品に用い
られる樹脂組成物は、温度－４０℃の条件下、ＡＳＴＭ－Ｄ６３８に従って測定した引張
り破断伸度が２０～４００％、かつＡＳＴＭ－Ｄ２５６に従って測定したノッチ付きアイ
ゾット衝撃強度が５００～２０００Ｊ／ｍであり、燃料（（トルエン／／イソオクタン＝
５０／／５０体積％）とエタノールを９０対１０体積比に混合したアルコールガソリン混
合物）の６０℃での透過係数が５０ｇ・ｍｍ／ｍ２・２４ｈｒ以下であることが好ましく
、更に好ましくは、引張り破断伸度が３０～４００％、ノッチ付きアイゾット衝撃強度が
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６００～２０００Ｊ／ｍであり、燃料（（トルエン／／イソオクタン＝５０／／５０体積
％）とエタノールを９０対１０体積比に混合したアルコールガソリン混合物）の６０℃で
の透過係数が３０ｇ・ｍｍ／ｍ２・２４ｈｒ以下であることが好ましい。上記特性を有す
る樹脂組成物を加工して得られる薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もし
くはその付属部品は、例えば、自動車ガソリンタンクに用いる場合、車両追突時などの衝
撃破壊性に優れると共に、ガソリンの耐透過性にも優れることから、非常に有用なガソリ
ンタンクを得ることが可能となる。
【００７５】
　本発明の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器またはその付属部品に用い
られる樹脂組成物の製造方法は、原料を、単軸、２軸の押出機、バンバリーミキサー、ニ
ーダー、およびミキシングロールなどの溶融混練機に供給して、ポリエステル樹脂の融点
以上の加工温度で混練する方法などを代表例として挙げることができる。本発明のモルホ
ロジーおよびオレフィン系樹脂（ｂ）、ＰＰＳ樹脂（ｃ）の粒径を上述の如くコントロー
ルするためには、せん断力を比較的強くすることが必要であり、また、混練時の滞留時間
を短くする必要がある。これらの条件を組み合わせることによって、オレフィン系樹脂の
凝集を防ぎつつ、ポリエステル樹脂を連続相とすることができるからである。具体的には
、２軸押出機を使用して、混練温度をポリエステル樹脂の融点＋５～２０℃とし、滞留時
間を１～５分にすることが好ましい。この際、原料の混合順序には特に制限はなく、全て
の原材料を配合後上記の方法により溶融混練する方法、一部の原材料を配合後上記の方法
により溶融混練しさらに残りの原材料を配合し溶融混練する方法、一部の原材料を配合後
、単軸あるいは２軸の押出機により溶融混練中にサイドフィーダーを用いて残りの原材料
を混合する方法など、いずれの方法を用いてもよい。また、少量添加剤成分については、
他の成分を上記の方法などで混練しペレット化した後、成形前に添加して成形に供するこ
とも勿論可能である。
【００７６】
　本発明の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品の加
工方法に関しては、特に制限はなく、公知の方法（射出成形、押出成形、吹込成形、プレ
ス成形等）を利用することができるが、生産上好ましい方法は、射出成形である。射出成
形とは、可塑化装置で溶融された樹脂組成物を金型キャビティに加圧状態で注入し、金型
内で固化させて成形品を得るもの全てを指し、通常の射出成形に加え例えば射出圧縮成形
も含む。また、加工温度については、通常、ＰＰＳ樹脂の融点＋０～５０℃高い温度範囲
から選択される。また成形品の構造は、一般的には、単層であるが、２色成形法により多
層にしてもかまわない。
【００７７】
　本発明の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品の好
ましい成形方法は、容器もしくはその付属部品を構成する２つ以上の分割体を射出成形に
よって形成し、次いでこれらを相互に接合することによって形成する方法である。分割体
同士を接合する方法は特に限定されず公知の方法（熱板溶着、振動溶着、射出溶着、超音
波溶着、レーザー溶着、マイクロ波溶着）を用いることが可能である。
【００７８】
　熱板溶着法の場合、分割体の接合面を熱板により溶融させ、素早く分割体の接合面どう
しを圧接させて溶着させる。この際の熱板条件としては、通常の条件をとればよく、例え
ば接触法の場合、熱板温度２３０～３５０℃、溶融時間２０～６０秒を採用することがで
きる。
【００７９】
　振動溶着法の場合、分割体の接合面どうしを上下に圧接させた状態とし、この状態で横
方向に振動を与えて発生する摩擦熱によって溶着させる。この際の振動条件としては通常
の条件をとればよく、例えば、振動数１００～３００Ｈｚ、振幅０．５～２．０ｍｍを採
用することができる。
【００８０】
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　熱線溶着法の場合、例えば鉄－クロム製の線材を分割体の接合部に埋め込んだ状態で接
合面どうしを圧接し、線材に電流をかけジュール熱を発生させその発熱によって接合面を
溶着させる。
【００８１】
　射出溶着法の場合、分割体を金型内にインサートし、又は金型内で位置変更した後に、
接合面を合わせた状態で保持し、その接合部の周縁に新たに溶融樹脂を射出して各分割体
を互いに溶着させて中空容器を成形する。この際の射出溶着条件としては通常の条件をと
ればよく、例えば、樹脂温度２３０～３２０℃、射出圧力１０～１５０ＭＰａ、型締め力
１００～４０００トン、金型温度３０～１５０℃を採用することができる（尚、前記記載
の金型内で位置変更して行なう方法は、ダイスライド成形や、ダイ回転成形などともいわ
れている）。
【００８２】
　レーザー溶着法の場合、レーザー光に対して非吸収性の分割体とレーザー光に対して吸
収性の分割体を接合面で重ね合わせた状態で、非吸収性の分割体側からレーザー光を照射
して溶着させる。また、レーザー光吸収性とするためには、カーボンブラックを添加する
手法をあげることができる。カーボンブラックを添加することで照射されるレーザー光の
透過率を５％以下とすることができ、レーザー光のエネルギーを効率的に熱に変換するこ
とが可能となる。この際のレーザー溶着条件としては通常の条件をとればよく、例えば、
レーザー光として、ＹＡＧレーザー、レーザー光波長８００～１０６０ｎｍ、レーザー光
出力５～３０Ｗを採用することができる。
【００８３】
　本発明の薬液および／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品は、
例えば、フロン－１１、フロン－１２、フロン－２１、フロン－２２、フロン－１１３、
フロン－１１４、フロン－１１５、フロン－１３４ａ、フロン－３２、フロン－１２３、
フロン－１２４、フロン－１２５、フロン－１４３ａ、フロン－１４１ｂ、フロン－１４
２ｂ、フロン－２２５、フロン－Ｃ３１８、Ｒ－５０２、１，１，１－トリクロロエタン
、塩化メチル、塩化メチレン、塩化エチル、メチルクロロホルム、プロパン、イソブタン
、ｎ－ブタン、ジメチルエーテル、ひまし油ベースのブレーキ液、グリコールエーテル系
ブレーキ液、ホウ酸エステル系ブレーキ液、極寒地用ブレーキ液、シリコーン油系ブレー
キ液、鉱油系ブレーキ液、パワースアリリングオイル、ウインドウオッシャー液、ロング
ライフクーラント液（ＬＬＣ液）、ガソリン、メタノール、エタノール、イソプタノール
、ブタノール、窒素、酸素、水素、二酸化炭素、メタン、プロパン、天然ガス、アルゴン
、ヘリウム、キセノン、医薬剤等の気体および／または液体あるいは気化ガス等の透過性
が低く優れていることから、燃料タンク、オイル用タンク、ラジエタータンク、各種薬剤
用ボトルなどの薬液保存容器用途に有効である。また、これらタンク、ボトルに付属する
カットオフバルブなどのバルブや継手類、付属ポンプのゲージ、ケース類などの部品、フ
ューエルフィラーアンダーパイプ、ＯＲＶＲホース、リザーブホース、ベントホースなど
の各種燃料チューブ接続部品（コネクター等）、オイルチューブ接続部品、ブレーキホー
ス接続部品、ウインドウオッシャー液用ノズル、冷却水、冷媒等用クーラーホース接続用
部品、エアコン冷媒用チューブ接続用部品、消火器および消火設備用ホース、医療用冷却
機材用チューブの接続用部品およびバルブ類、その他薬液およびガス搬送用チューブ用途
に有効である。
【００８４】
　以上のような薬液およびガスの耐透過性が必要とされる用途、自動車部品、内燃機関用
途、電動工具ハウジング類などの機械部品を始め、電気・電子部品、医療、食品、家庭・
事務用品、建材関係部品、家具用部品など各種用途に有効である。
【実施例】
【００８５】
　以下に実施例を挙げて本発明を更に具体的に説明する。材料特性については下記の方法
により行った。
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【００８６】
　［燃料透過係数］
　射出成形（住友重機社製ＳＧ７５Ｈ－ＭＩＶ、シリンダー温度３００℃、金型温度１３
０℃、ただし、ポリブチレンテレフタレート樹脂系は、金型温度８０℃で行った。）によ
り１ｍｍ厚の円盤状試験片（直径６ｃｍ）を作製した。得られた試験片をＧＴＲ－３０Ｘ
ＡＴＫ（ヤナコ分析工業社製）に取り付けて、試験片上部のセルにモデルガソリン（（イ
）トルエンとイソオクタンの体積比５０／５０の混合物と（ロ）エタノールを９０対１０
体積比に混合したアルコールガソリン混合物）を仕込み、ＪＩＳ　Ｋ７１２６　Ａ法（差
圧法）に従って、測定温度６０℃で測定した。
【００８７】
　［－４０℃アイゾット衝撃強度］
　温度雰囲気を－４０℃にした以外はＡＳＴＭ－Ｄ２５６に従ってノッチ付きアイゾット
衝撃強度を測定した。
【００８８】
　［－４０℃引張り破断伸度］
　温度雰囲気を－４０℃にした以外はＡＳＴＭ－Ｄ６３８に従って引張破断伸度を測定し
た。
【００８９】
　［カルボキシル量］
　ｍ－クレゾール溶液をアルカリ溶液で電位差滴定して求めた。カルボキシル末端基量は
ポリマ１トン当りの末端基量で表した。
【００９０】
　［灰分量］
（１）５８３℃で焼成、冷却した白金皿にＰＰＳ５～６ｇを秤量する。
（２）白金皿とともにＰＰＳを４５０～５００℃で予備焼成する。
（３）５８３℃にセットしたマッフル炉に白金皿とともに予備焼成したＰＰＳ試料を入れ
、完全に灰化するまで約６時間焼成する。
（４）デシケーター内で冷却後、秤量する。
（５）式：灰分量（重量％）＝（灰分の重量（ｇ）／試料重量（ｇ））×１００により灰
分量を算出する。
【００９１】
　［クロロホルム抽出量］
　ＰＰＳポリマー１０ｇを円筒形濾紙に秤量し、クロロホルム２００ｍＬでソックスレー
抽出（バス温１２０℃、５時間）を行った。抽出後クロロホルムを除去し、残差量を秤量
しポリマー重量当たりで計算した。
【００９２】
　［成形下限圧］　
　射出成形（住友重機社製ＳＧ７５Ｈ－ＭＩＶ、シリンダー温度３００℃、金型温度１３
０℃）によりＡＳＴＭ１号試験片を調製する際の最低充填圧力を求めた。ただし、ポリブ
チレンテレフタレート樹脂系は金型温度８０℃で行った。
【００９３】
　［耐透過性試験］
　射出成形（東芝機械社製ＩＳ１００ＦＩ－５Ａ、シリンダー温度３００℃、金型温度１
３０℃、ただし、ポリブチレンテレフタレート樹脂系は金型温度８０℃）により、直径１
２ｃｍ、厚み３ｍｍの半球形状の成形品を成形した。この成形品２個を熱板溶着法で接合
して球状のモデル容器を得た。接合の前に片側の成形品には切削加工によって金属製注入
口を装着した。このモデル容器（内容積約９００ｍｌ）にモデルガソリン（（トルエン／
／イソオクタン＝５０／／５０体積％）とエタノールを９０対１０体積比に混合したアル
コールガソリン混合物）５００ｍｌを金属製注入口より注入し、密封した。この後、６０
℃の防爆オーブンで３０００時間処理した際の重量減量挙動からその透過性を評価した。
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重量減少量が０．５ｇ／日未満を合格と判定した。燃料減少量が０．５ｇ／日以上は不合
格である。
【００９４】
　［寸法安定性試験］
　射出成形（東芝機械社製ＩＳ１００ＦＩ－５Ａ、シリンダー温度３００℃、金型温度１
３０℃、ただし、ポリブチレンテレフタレート樹脂系は金型温度８０℃）により、直径１
２ｃｍ、厚み３ｍｍの半球形状の成形品を成形した。この成形品２個を熱板溶着法で接合
して球状のモデル容器を得た。接合の前に片側の成形品には切削加工によって金属製注入
口を装着した。このモデル容器（内容積約９００ｍｌ）にモデルガソリン（（トルエン／
／イソオクタン＝５０／／５０体積％）とエタノールを９０対１０体積比に混合したアル
コールガソリン混合物）５００ｍｌを金属製注入口より注入し、密封したのちモデル容器
の高さを計測した。この後、６０℃の防爆オーブンで３０００時間処理した後のモデル容
器の高さを計測し、その変化率から寸法安定性を下記のように評価した。
○：変化率が２％未満である。
△：変化率が２％以上、７％未満である。
×：変化率が７％以上である。
【００９５】
　［落下試験］
　射出成形（東芝機械社製ＩＳ１００ＦＩ－５Ａ、シリンダー温度３００℃、金型温度１
３０℃、ただし、ポリブチレンテレフタレート樹脂系は金型温度８０℃）により、直径１
２ｃｍ、厚み３ｍｍの半球形状の成形品を成形した。この成形品２個を熱板溶着法で接合
して球状のモデル容器を得た。接合の前に片側の成形品には切削加工によって金属製注入
口を装着した。このモデル容器（内容積約９００ｍｌ）にトヨタ純正ＬＬＣ７００ｍｌを
金属製注入口より注入し、密封した。この後、－４０℃の恒温槽に１２時間放置した後取
り出し、直ちに高さ１ｍから自由落下させて破壊状態を観察し、下記の判定を行った。
○：割れや変形は認められない
△：変形やひび割れが生じ、内容物の漏洩が認められる
×：脆性的に破壊が発生し、内容物の漏洩が認められる
【００９６】
　［モルホロジー観察］
　前記モデル容器の厚み方向の中心部から０．１μｍ以下の薄片を切削し、透過型電子顕
微鏡で観察し、以下のように評価した。
○：図１記載のようにポリエステル樹脂が連続相形成場合。
×：図２のようにポリエステル樹脂とオレフィン系樹脂が共連続相形成場合。
【００９７】
　［平均粒径］
　オレフィン系樹脂の平均粒径の測定は、上記モルホロジー観察と同様に、射出成形によ
り得た試験片の薄片を、透過型電子顕微鏡で観察した。倍率１万倍で観察した試験片中の
任意のオレフィン系樹脂１００ヶの分散部分について画像処理ソフト「Scion Image」を
用いて、各々の粒子の最大径と最小径を測定して平均値を求めた。その後それら１００ヶ
の平均値をさらに数平均した値を平均粒径と定義した。また、ＰＰＳの分散粒子径に関し
ては観察倍率を１０万倍として観察を行う以外は同様にして求めた。
【００９８】
　［参考例１］
　ポリフェニレンスルフィド樹脂（Ｃ－１）の作製方法
　撹拌機および底に弁の付いた２０リットルオートクレーブに、４７％水硫化ナトリウム
（三協化成）２３８３ｇ（２０．０モル）、９６％水酸化ナトリウム８３１ｇ（１９．９
モル）、Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）３９６０ｇ（４０．０モル）、およびイ
オン交換水３０００ｇを仕込んだ。常圧で窒素を通じながら２２５℃まで約３時間かけて
徐々に加熱し、水４２００ｇおよびＮＭＰ８０ｇを留出した後、反応容器を１６０℃に冷
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却した。仕込みアルカリ金属硫化物１モル当たりの系内残存水分量は０．１７モルであっ
た。また、仕込みアルカリ金属硫化物１モル当たりの硫化水素の飛散量は０．０２１モル
であった。
【００９９】
　次に、ｐ－ジクロロベンゼン（シグマアルドリッチ社）２９４２ｇ（２０．０モル）、
ＮＭＰ１５１５ｇ（１５．３モル）を加え、反応容器を窒素ガス下に密封した。その後、
４００ｒｐｍで撹拌しながら、２００℃から２２７℃まで０．８℃／分の速度で昇温し、
次いで２７４℃まで０．６℃／分の速度で昇温し、２７４℃で５０分保持した後、２８２
℃まで昇温した。オートクレーブ底部の抜き出しバルブを開放し、窒素で加圧しながら、
内容物を撹拌機付き容器に１５分かけてフラッシュし、２５０℃でしばらく撹拌して大半
のＮＭＰを除去し、ポリフェニレンスルフィド（ＰＰＳ）と塩類を含む固形物を回収した
。
【０１００】
　得られた固形物およびイオン交換水１５１２０ｇを撹拌機付きオートクレーブに入れ、
７０℃で３０分洗浄した後、ガラスフィルターで吸引濾過した。次いで７０℃に加熱した
１７２８０ｇのイオン交換水をガラスフィルターに注ぎ込み、吸引濾過してケークを得た
。
【０１０１】
　得られたケークおよびイオン交換水１１８８０ｇ、酢酸カルシウム１水和物（シグマア
ルドリッチ）４ｇを、撹拌機付きオートクレーブに仕込み、オートクレーブ内部を窒素で
置換した後、１９２℃まで昇温し、３０分保持した。その後オートクレーブを冷却して内
容物を取り出した。
【０１０２】
　内容物をガラスフィルターで吸引濾過した後、これに７０℃のイオン交換水１７２８０
ｇを注ぎ込み吸引濾過してケークを得た。得られたケークを８０℃で熱風乾燥し、さらに
１２０℃で２４時間で真空乾燥することにより、乾燥ＰＰＳを得た。得られたＰＰＳは、
灰分量０．６重量％、溶融粘度１２Ｐａ・ｓ（オリフィス０．５φ×１０ｍｍ、３００℃
、剪断速度１０００ｓｅｃ－１）、クロロホルム抽出量が３．８％であった。
【０１０３】
　［参考例２］
　ポリフェニレンスルフィド樹脂（Ｃ－２）の作製方法
　撹拌機付きの２０リットルオートクレーブに、４７％水硫化ナトリウム（三協化成株式
会社）２３８３ｇ（２０．０モル）、９６％水酸化ナトリウム８４８ｇ（２０．４モル）
、Ｎ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭＰ）３２６７ｇ（３３モル）、酢酸ナトリウム５３
１ｇ（６．５モル）、およびイオン交換水３０００ｇを仕込んだ。常圧で窒素を通じなが
ら２２５℃まで約３時間かけて徐々に加熱し、水４２００ｇおよびＮＭＰ８０ｇを留出し
たのち、反応容器を１６０℃に冷却した。硫化水素の飛散量は、仕込みアルカリ金属硫化
物１モル当たり０．０１８モルであった。
【０１０４】
　次に、ｐ－ジクロロベンゼン（シグマアルドリッチ）３０３１ｇ（２０．６モル）、Ｎ
ＭＰ２５９４ｇ（２６．２モル）を加え、反応容器を窒素ガス下に密封し、４００ｒｐｍ
で撹拌しながら、２２７℃まで０．８℃／分の速度で昇温し、その後２７０℃まで０．６
℃／分の速度で昇温し２７０℃で１４０分保持した。その後２５０℃まで１．３℃／分の
速度で冷却しながら６８４ｇ（３８モル）のイオン交換水をオートクレーブに圧入した。
その後２００℃まで０．４℃／分の速度で冷却した後、室温近傍まで急冷した。
【０１０５】
　内容物を取り出し、１０リットルのＮＭＰで希釈後、溶剤と固形物をふるい（８０ｍｅ
ｓｈ）で濾別し、得られた粒子を２０リットルの温水で数回洗浄、濾別した。次いで１０
０℃に加熱されたＮＭＰ１０リットル中に投入して、約１時間攪拌し続けたのち、濾過し
、さらに熱湯で数回洗浄した。次に９．８ｇの酢酸を含む２０リットルの温水で洗浄、濾
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別した後、２０リットルの温水で洗浄、濾別してＰＰＳポリマー粒子を得た。これを、８
０℃で熱風乾燥し、１２０℃で２４時間で真空乾燥することにより、乾燥ＰＰＳ樹脂を得
た。得られたＰＰＳ樹脂は、灰分量０．０２重量％、溶融粘度４０Ｐａ・ｓ（オリフィス
０．５φ×１０ｍｍ、３００℃、剪断速度１０００ｓｅｃ－１）、クロロホルム抽出量が
０．４％であった。
【０１０６】
　［実施例１～１２］、［比較例１～６］
　上記参考例記載の（Ｃ－１、Ｃ－２）ＰＰＳ成分および下に示す各成分を表１に記載の
各割合でドライブレンドした後、日本製鋼所社製ＴＥＸ３０型２軸押出機で、シリンダー
温度を２５０～３００℃に設定し、３００ｒｐｍのスクリュー回転にて溶融混練し、スト
ランドカッターによりペレット化した。また、表１に示すように必要に応じて酸化防止剤
として下記のものを溶融混練時に添加した。１２０℃で１晩除湿乾燥したペレットを用い
、射出成形（住友重機社製ＳＧ７５Ｈ－ＭIV、シリンダー温度３００℃、金型温度１３０
℃、ただし、ポリブチレンテレフタレート樹脂系は、金型温度８０℃）により試験片を調
製した。また、燃料タンク、オイル用タンク、ラジエタータンク、各種薬剤用ボトルなど
の薬液保存容器としての特性を評価するために、さらに射出成形（東芝機械社製ＩＳ１０
０ＦＩ－５Ａ、シリンダー温度２８５℃、金型温度８０℃）により、直径１２ｃｍ、厚み
３ｍｍの半球形状の成形品を成形した。この成形品２個を熱板溶着法で接合して球状のモ
デル容器を得た。接合の前に片側の成形品には切削加工によって金属製注入口を装着した
。各サンプルの低温特性およびモルホロジーなどを測定した結果は表１に示すとおりであ
った。本実施例が低温特性（柔軟性、耐衝撃性、落下試験）、燃料透過性、寸法安定性、
流動性、耐透過性等に優れ、極めて実用性が高く、ガソリンタンクに代表される薬液およ
び／またはガスの搬送または貯蔵用の容器もしくはその付属部品に適した材料である。比
較例においては低温特性、耐燃料透過性、流動性、耐透過性等に劣るものであった。
【０１０７】
　本実施例および比較例に用いた（ａ）ポリエステル樹脂は以下の通りである。
（Ａ－１）：固有粘度０．８５、カルボキシル末端基量２５ｅｑ／ｔのポリエチレンテレ
フタレート樹脂。
（Ａ－２）：固有粘度０．９０、カルボキシル末端基量２１ｅｑ／ｔのポリエチレンテレ
フタレート樹脂。
（Ａ－３）：固有粘度０．７５、カルボキシル末端基量１８ｅｑ／ｔのポリエチレンテレ
フタレート樹脂。
（Ａ－４）：固有粘度０．８０、カルボキシル末端基量２５ｅｑ／ｔのポリブチレンテレ
フタレート樹脂。
（Ａ－５）：固有粘度０．８０、カルボキシル末端基量３０ｅｑ／ｔのポリエチレン－２
，６－ナフタレンジカルボキシレート樹脂。
（Ａ－６）：固有粘度０．８５、カルボキシル末端基量２５ｅｑ／ｔ、融点２３４℃のポ
リエチレンテレフタレート／２，６－ナフタレンジカルボキシレート＝９２／８（モル％
）樹脂。
【０１０８】
　同様に、（ｂ－１）官能基含有オレフィン共重合体は以下の通りである。
（Ｂ－１）：ＭＦＲ＝３ｇ／１０分（１９０℃、２．１６ｋｇ荷重）のエチレン／メタク
リル酸グリシジル＝８８／１２（重量％）共重合体。
（Ｂ－２）：無水マレイン酸変性のエチレン／プロピレン＝８５／１５モル％共重合体。
【０１０９】
　また、同様に（ｂ－２）エチレン／α－オレフィン共重合体は以下の通りである。
（Ｂ－３）：　ＭＦＲ＝０．５ｇ／１０分（１９０℃、２．１６ｋｇ荷重）、密度０．８
６１ｇ／ｃｍ３のエチレン／１－ブテン共重合体。
（Ｂ－４）：無水マレイン酸で０．８重量％変性されたエチレン・１－ブテン共重合体。
（Ｄ－１）：ポリエーテルイミド樹脂（ＧＥプラスチックス株式会社製、“ウルテム”１
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【０１１０】
　酸化防止剤：以下の２種類の化合物を用いた。
フェノール系：３，９－ビス［２－（３－（３－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチ
ルフェニル）プロピオニルオキシ）－１，１－ジメチルエチル］－２，４，８，１０－テ
トラオキサスピロ［５，５］ウンデカン。
リン系：ビス（２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メチルフェニル）ペンタエリスリト－ル－
ジ－ホスファイト
【０１１１】
　［比較例７］
下記のＨＤＰＥを用いた他は、実施例と同様にして球状のモデル容器を得た。耐透過性に
劣るため燃料タンク、オイル用タンク、ラジエタータンク、各種薬剤用ボトルなどの薬液
保存容器としての使用に不適切なものであった。
ＨＤＰＥ：高密度ポリエチレン（三井化学（株）製”ハイゼックス”７０００Ｆ）
【０１１２】
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【表１】

【図面の簡単な説明】
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【０１１３】
【図１】ポリエステル樹脂が連続相を形成し、オレフィン系樹脂が分散した海－島構造の
一例を示すモデル図である。
【図２】ポリエステル樹脂とオレフィン系樹脂が共に連続相を形成した共連続相構造の一
例を示すモデル図である。
【符号の説明】
【０１１４】
　　　１　ポリエステル樹脂
　　　２　オレフィン系樹脂

【図１】

【図２】
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